
①Web上に金融機関専用の事業者支援ノウハウ共有用のプラットフォームを設置
事業者支援のノウハウを共有し、現場職員の事業者支援能力の向上を支援

②各地域内における事業者支援等のノウハウ共有の取組み拡大への後押し
各地域への事業者支援の有識者・実務者の紹介・協業、ノウハウの集約など

小規模企業

金融機関等の現場職員それぞれが
経営改善等の支援に取り組んでいくべき状況に

（事業者数イメージ）

中小企業

大企業

中堅企業

新型コロナウイルス
の影響を大きく受け
た企業が多数存在

金融機関の事業者支援能力の向上を後押しする取組み ～事業者支援に関するノウハウ共有～

地域の関係者（金融機関、保証協会等）が連携して円滑に事業者支援を進めていくよう、地域の支援態勢の実効性を確保
していくため、 金融機関等の現場職員の間で、地域・組織・業態を超えて事業者支援のノウハウを共有する等の取組みを支援

ソーシャルネットワーキング

を強化した新サイト※へ

 知見のネットワーク化

 UI改善・機能追加

・オンラインとリアルの融合
・地域での現場職員のつながり支援
・業種別支援等の知見・ノウハウの蓄積

令和３年９月令和３年４月
令和３年１月

トライアル
本格稼働

追加公募

令和４年４月～

 各地域において、財務局や信用保証協会がハブとなりつつ、ノウハウ共有の取組みが進展しつつある
 金融庁でも、引き続き当該取組みを後押し

 参加者専用のクローズドサイトを構築し、2021（令和３）年１月よりトライアル運用、4月より本格運用
 2022（令和４）年４月、参加者同士をつながりを強化するため、ソーシャルネットワーキング機能を強化したサイトへ移行
 参加者同士のやり取りのみならず、参加者向けの勉強会・テーマ別の意見交換会、情報共有など、オンラインにて定期開催
 政府系金融機関を含む260機関（2022年５月末時点）が参加して、新サイトの機能を活用した、ネットワークが構築されつつある

※内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局において、
令和４年４月より本事業の契約事業者を変更


